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２０１３年１月２２日 

日 本 銀 行 

金融政策運営の枠組みのもとでの「物価安定の目標」について 

１．日本銀行は、「物価の安定を図ることを通じて国民経済の健全な発展に資す

ること」を理念として、金融政策を運営している。日本銀行は、本日の政策

委員会・金融政策決定会合において、昨年２月に導入した「中長期的な物価

安定の目途」を上記理念に照らして点検した。その結果、「物価安定の目標」

を新たに導入するとともに、金融政策運営の枠組みを改めて示すこととした。 

２.「物価の安定」を概念的に定義すると、「家計や企業等の様々な経済主体が

物価水準の変動に煩わされることなく、消費や投資などの経済活動にかかる

意思決定を行うことができる状況」である。そうした「物価の安定」は、持

続可能なものでなければならない。 

３．今回新たに導入した「物価安定の目標」は、日本銀行として、持続可能な

物価の安定と整合的と判断する物価上昇率を示したものである。日本銀行は、

今後、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた幅広い主体の取り組みの進

展に伴い、持続可能な物価の安定と整合的な物価上昇率が高まっていくと認

識している。この認識に立って、日本銀行は、「物価安定の目標」を中心的な

物価指標である消費者物価の前年比上昇率で２％とすることとした。 

４．従来は「中長期的な物価安定の目途」として、「消費者物価の前年比上昇率

で２％以下のプラスの領域、当面は１％を目途」としていた。今回、「目途」

から「目標」という表現に代えたうえで、その目標を消費者物価の前年比上

昇率で２％としたのは、以下の認識に基づく。 

 日本銀行は、今後、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた幅広い主体

の取り組みの進展に伴い、持続可能な物価の安定と整合的な物価上昇率が高

まっていくと認識している。現在の予想物価上昇率は長期にわたって形成さ

れてきたものであり、今後、成長力の強化が進展していけば、現実の物価上

昇率が徐々に高まり、そのもとで家計や企業の予想物価上昇率も上昇してい

くと考えられる。先行き、物価が緩やかに上昇していくことが見込まれる中

にあって、２％という目標を明確にすることは、持続可能な物価上昇率を安

定させるうえで、適当と考えられる。 
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 「目途」から「目標」という言葉に変更したのは、わが国において、柔軟な

金融政策運営の重要性に対する理解が浸透してきている状況を踏まえたもの

である。金融政策の効果は、経済活動に波及し、それがさらに物価に波及す

るまでに、長期かつ可変のタイムラグが存在する。金融政策は、物価安定の

もとでの持続的成長を実現する観点から、経済・物価の現状と見通しに加え、

金融面での不均衡を含めた様々なリスクも点検しながら、柔軟に運営してい

く必要がある。こうした考え方は、各国で広く共有されており、とくに、世

界的な金融危機以降、海外主要国では、金融システムの安定へ配慮すること

の重要性を対外的に明確にするなど、金融政策運営の柔軟性という視点が強

く意識されるようになってきている。わが国でも、この１年間で、こうした

考え方に対する理解が着実に拡がってきている。こうした状況を前提とする

と、「目標」と表現することが、日本銀行の考え方を伝えるうえで、わかりや

すく適当であると判断した。 

５．デフレからの早期脱却と物価安定のもとでの持続的な経済成長の実現には、

幅広い主体による成長力強化の取り組みも重要である。日本銀行としては、

成長力強化の進展状況および家計や企業の予想物価上昇率の状況について、

今後とも丹念に点検していく。この間、政府も、日本経済の競争力と成長力

の強化に向けた取り組みを強力に推進するとともに、持続可能な財政構造を

確立するための取り組みを着実に推進すると表明している。 

６．金融政策は、「物価安定の目標」のもとで、今後とも、次の２つの「柱」に

より経済・物価情勢を点検したうえで、運営する。 

 第１の柱では、先行き２年程度の経済・物価情勢について、最も蓋然性が

高いと判断される見通しが、物価安定のもとでの持続的な成長の経路をたど

っているかという観点から点検する。 

 第２の柱では、より長期的な視点を踏まえつつ、物価安定のもとでの持続

的な経済成長を実現するとの観点から、金融政策運営に当たって重視すべき

様々なリスクを点検する。とくに、発生の確率は必ずしも大きくないものの、

発生した場合には経済・物価に大きな影響を与える可能性があるリスク要因

として、金融面の不均衡について点検する。  

 以上２つの「柱」に基づく点検を踏まえたうえで、当面の金融政策運営の

考え方を整理し、展望レポート（経済・物価情勢の展望）等を通じて、定期

的に公表していく。 

以   上 


